受付番号　　　　　　
様式第１号（第７条関係）
令和　　年　　月　　日

（あて先）
さいたま市長

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住　所
                                          名称
                                          代表者名　　　　　　　　　　　　　　
※本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

さいたま市創エネ・蓄エネ設備導入補助金交付申請書

　さいたま市創エネ・蓄エネ設備導入補助金の交付を受けたいので、次のとおり関係する書類を添えて申請します。

添付書類
⑴　定款その他補助対象事業者の組織活動に関する基本規則の写し（０円ソーラー事業者による事業の場合、０円ソーラー事業者及び事業者・団体双方のもの）
⑵　補助対象事業実施予定場所の現況を示すカラー写真
⑶　補助対象設備を建築物に設置する場合にあっては、当該建築物に係る登記事項証明書又は当該建築物の固定資産税に係る公租証明書その他の当該建築物の所有者が確認できる書類の写し
⑷　補助対象設備を土地に設置する場合にあっては、当該土地に係る登記事項証明書その他の当該土地の所有者が確認できる書類及び公図の写し
⑸　補助対象設備の仕様書
⑹　補助対象事業に要する費用の内訳が記載された見積書の写し
⑺　補助対象設備を設置する建築物又は土地の所有者が補助対象事業者と異なる場合にあっては、賃貸借契約書等、補助対象事業者が当該建築物又は土地を日常的に使用していることを証する書類の写し（０円ソーラー事業者による事業の場合を除く）
⑻　さいたま市に納税義務のある補助対象事業者にあっては、直近一年度の納税状況がわかるさいたま市法人市民税納税証明書の写し（０円ソーラー事業者による事業の場合、０円ソーラー事業者及び事業者・団体双方が対象）
⑼　蓄電池システムのみを設置する場合にあっては、太陽光発電設備が既に設置されていることが確認できる以下いずれかの書類
　ア　太陽光発電の検針票の写し（申請時点直近の発電量がわかるもの）
　イ　エネルギー表示器（モニター）の画面の写真（申請時点直近の日付及び発電量が表示されたもの）
　ウ　その他太陽光発電設備の設置が確認できる書類
⑽　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの

１　補助対象事業の概要（記入必須）
	補助対象事業を実施する事業所（太陽光発電設備等を設置する場所）
	事業所の
名称
	

	
	事業所の
所在地
	

	補助対象事業を実施する事業所を所有又は日常的に使用している事業者・団体
	事業者・団体の区分
（いずれかに○）
	中小企業事業者　・　一般財団法人　・　一般社団法人
公益社団法人　・　公益財団法人　・　特定非営利活動法人
医療法人　・　社会福祉法人　・　学校法人　・　自治会

	
	名称
	

	
	代表者名
	

	
	住　所
	

	補助対象事業を実施する事業所の所有者（上記と異なる場合のみ記入）
	氏名又は
名称
	

	
	代表者名
	

	
	住　所
	

	太陽光モジュール

	メーカー
	
	型番
	

	
	出力
	ｋＷ

	パワーコンディショナー
	メーカー
	
	型番
	

	
	出力
	ｋＷ

	蓄電池システム
	メーカー
	
	型番
	

	
	容量
	ｋＷｈ（メーカー公表値）

	太陽光発電設備設等設置工事の
着工(予定)日及び竣工(予定)日
	着工(予定)日：令和　　年　　月　　日
竣工(予定)日：令和　　年　　月　　日

	交付を受けようとする補助金額
及び算出方法
	①
	補助対象経費                        　　　      円

	
	②
	国等の補助金　　　　　　         　    　　　   円

	
	③
	①－②      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	④
	③×１／２
(1,000円未満切捨て)                    　　　   円             

	
	⑤
	補助金交付申請額（上限額60万円）
円



	併用する国等の補助金について①

	補助金の名称
	

	
	補助金の
実施団体
	

	
	補助金見込額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	補助金見込額
の算定根拠
	

	併用する国等の補助金について②
	補助金の名称
	

	
	補助金の
実施団体
	

	
	補助金見込額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	補助金見込額
の算定根拠
	

	補助対象経費内訳
	工事費
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	補助対象設備
購入費
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	その他
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	合計
	　　　　　　　　　　　　　　　円


※　工事費：本体工事費および付帯工事費（設備の設置に必要不可欠な配管、配電等の工事に要する費用を含む）
　　設備購入費：補助対象事業に必要な機械装置等の購入、製造、据付等に要する費用
　　その他：上記のほか、市長が必要と認める費用


＜補助対象事業に係る問い合わせ先＞
	事業者・団体名等
	

	所在地
	

	担当者
	

	電話番号
	



２　事業者・団体に関する事項（記入必須）
	事業者・団体の名称
	
	役職・
代表者名
	

	事業者・団体の
所在地
	
	電話番号
	

	さいたま市への納税義務の有無（いずれかにチェック）
	□
	有　※さいたま市法人市民税納税証明書の添付が必要

	
	□
	無

	宣誓書
	当社（団体）は、さいたま市創エネ・蓄エネ設備導入補助金を申請するにあたり、下記内容を宣誓します。万一、虚偽等が判明した場合には補助金不交付となることに意義ありません。
ﾁｪｯｸ欄

	
	
	⑴当社（団体）は、さいたま市税を滞納していません（さいたま市に納税義務がある場合のみチェック）。

	
	
	⑵当社（団体）は、さいたま市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団ではありません。

	
	
	⑶当社（団体）の構成員に、さいたま市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員に該当する者はおりません。

	
	
	⑷当社（団体）は、事業所の所有者全員から、創エネ・蓄エネ設備を導入することについて同意を得ています（事業者・団体の他に事業所の所有者がある場合のみチェック）。

	
	令和　　年　　月　　日
事業者・団体　　住所
          　　　名称
          　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
※本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。














３　０円ソーラー事業者に関する事項（０円ソーラー事業者による事業の場合のみ記入）
	０円ソーラー事業者の名称
	
	役職・
代表者名
	

	０円ソーラー事業者の
所在地
	
	電話番号
	

	さいたま市への納税義務の有無（いずれかにチェック）
	□
	有　※さいたま市法人市民税納税証明書の添付が必要

	
	□
	無

	宣誓書
	[bookmark: _GoBack]当社（団体）は、さいたま市創エネ・蓄エネ設備導入補助金を申請するにあたり、下記内容を宣誓します。万一、虚偽等が判明した場合には補助金不交付となることに意義ありません。
ﾁｪｯｸ欄

	
	
	⑴当社（団体）は、さいたま市税を滞納していません（さいたま市に納税義務がある場合のみチェック）。

	
	
	⑵当社（団体）は、さいたま市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団ではありません。

	
	
	⑶当社（団体）の構成員に、さいたま市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員に該当する者はおりません。

	
	令和　　年　　月　　日
０円ソーラー事業者　　住所
          　　　　　　名称
          　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
※本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。
















４　事業の内容（０円ソーラー事業者による事業の場合のみ記入）
	事業の種類
（１つにチェック）
	□
	リース

	
	□
	電力販売

	サービス期間
	　　　　　　　　　　　　年間　※５年間以上であることが要件

	補助金の還元方法（１つにチェックの上、金額等を記入）

	· 月々のリース料金の割引による還元（リース）　契約月数　　　ヶ月

	
	
	補助金なし
	補助金あり

	
	月々の支払額
	　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　円

	
	支払総額
（契約月数×月々の支払額）
	①　　　　　　　　　　円
	②　　　　　　　　　　円

	
	還元額合計（①－②）
※補助金額と一致すること
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	· 月々の電気料金の割引による還元（電力販売）　契約月数　　　ヶ月

	
	月々の割引額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	割引総額
（契約月数×月々の割引額）※補助金額と一致すること
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	· 一括還元

	
	還元額※補助金額と一致すること
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	還元時期
	

	· その他の方法　※別途還元方法がわかる資料を添付してください



